
柴田町監査委員に関する条例及び柴田町水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の

一部を改正する条例をここに公布する。 
 
  令和６年２月１日 
 
                        柴田町長  滝 口   茂 
 
柴田町条例第１号 
 

   柴田町監査委員に関する条例及び柴田町水道事業及び下水道事業の設置等に関する条

例の一部を改正する条例 
 

 （柴田町監査委員に関する条例の一部改正） 

第１条 柴田町監査委員に関する条例（昭和３９年柴田町条例第２００号）の一部を次のよう

に改正する。 

改  正  後 改  正  前 

 

 （職員の賠償責任の審査） 

第８条 法第２４３条の２の８第３項の規定に

より責任の有無及び賠償額の決定を求められ

たときは、６月以内にこれを決定し通知しな

ければならない。 

２ 法第２４３条の２の８第４項による賠償責

任の免除について意見を求められたときは、

１月以内にこれを提出しなければならない。 

 

 （告示及び公表の方式） 

第９条 監査委員の告示及び公表は、柴田町公

告式条例（昭和３１年柴田町条例第１号）に

規定する掲示場に掲示して行う。 

 

 （事務引継） 

第１０条 監査委員は、監査についての書類を

保管し、その任期が満了したときは、これを

後任者に引き継がなければならない。 

 

 （監査の執行に関する必要事項） 

第１１条 この条例に規定するものを除くほ

 

 （職員の賠償責任の審査） 

第８条 法第２４３条の２の２第３項の規定に

より責任の有無及び賠償額の決定を求められ

たときは、６月以内にこれを決定し通知しな

ければならない。 

２ 法第２４３条の２の２第４項による賠償責

任の免除について意見を求められたときは、

１月以内にこれを提出しなければならない。 

 

 （告示及び公表の方式） 

第９条 監査委員の告示及び公表は、柴田町公

告式条例（昭和３１年柴田町条例第１号）に

規定する掲示場に掲示して行なう。 

 

 （事務引継） 

第１０条 監査委員は、監査についての書類を

保管し、その任期が満了したときは、これを

後任者に引継がなければならない。 

 

 （監査の執行に関する必要事項） 

第１１条 この条例に規定するものを除く外、



か、監査の執行について必要な事項は、監査

委員が協議して定める。 

監査の執行について必要な事項は、監査委員

が協議して定める。 
 

 

 （柴田町水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部改正） 

第２条 柴田町水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４２年柴田町条例第６

号）の一部を次のように改正する。 

改  正  後 改  正  前 

 

 （重要な資産の取得及び処分） 

第４条 法第３３条第２項の規定により予算で

定めなければならない上下水道事業の用に供

する資産の取得及び処分は、予定価格（適正

な対価を得てする売払い以外の方法による譲

渡にあっては、その適正な見積価格）が７，

０００，０００円以上の不動産又は動産の買

入れ又は譲渡（土地については１件５，００

０平方メートル以上のものに限る）とする。 

 

 （議会の議決を要する賠償責任の免除） 

第５条 法第３４条において準用する地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の

２の８第４項の規定により上下水道事業の業

務に従事する職員の賠償責任の免除について

議会の同意を得なければならない場合は、当

該賠償責任に係る賠償額が２００，０００円

以上である場合とする。 

 

 （業務状況説明書類の公表） 

第７条 町長は、上下水道事業に関し、法第４

０条の２第１項の規定に基づき、毎事業年度

４月１日から９月３０日までの業務の状況を

説明する書類を１１月３０日までに、１０月

１日から３月３１日までの業務の状況を説明

する書類を５月３１日までに調製の上、遅滞

なく公表しなければならない。 

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次

に掲げる事項を記載するとともに、１１月３

０日までに公表する書類においては前事業年

 

 （重要な資産の取得及び処分） 

第４条 法第３３条第２項の規定により予算で

定めなければならない上下水道事業の用に供

する資産の取得及び処分は、予定価格（適正

な対価を得てする売払い以外の方法による譲

渡にあっては、その適正な見積り価格）が７，

０００，０００円以上の不動産又は動産の買

入れ、又は譲渡（土地については１件５，０

００平方メートル以上のものに限る）とする。

 

 （議会の議決を要する賠償責任の免除） 

第５条 法第３４条において準用する地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の

２の２第４項の規定により上下水道事業の業

務に従事する職員の賠償責任の免除について

議会の同意を得なければならない場合は、当

該賠償責任に係る賠償額が２００，０００円

以上である場合とする。 

 

 （業務状況説明書類の公表） 

第７条 町長は、上下水道事業に関し、法第４

０条の２第１項の規定に基づき、毎事業年度

４月１日から９月３０日までの業務の状況を

説明する書類を１１月３０日までに、１０月

１日から３月３１日までの業務の状況を説明

する書類を５月３１日までに調製のうえ遅滞

なく公表しなければならない。 

２ 前項の業務の状況を説明する書類には、次

の各号に掲げる事項を記載するとともに、１

１月３０日までに公表する書類においては前



度の決算状況を５月３１日までに公表する書

類においては同日の属する事業年度の予算の

概要及び事業の経営方針をそれぞれ明らかに

しなければならない。 

 （１）～（２） （略） 

事業年度の決算状況を５月３１日までに公表

する書類においては同日の属する事業年度の

予算の概要及び事業の経営方針をそれぞれ明

らかにしなければならない。 

 （１）～（２） （略） 
 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 


